
令和７年の和歌山県内の労働災害の動向



・全体に占める建設業の死傷災害
１２３人（10.6％）
主要産業中で４番目に多い

・事故の型別
１位 転倒 ３２６人（28.2％）
２位 墜落・転落 212人（18.3％）
３位 動作の反動等 １６６人（14.4％）

・起因物別
１位 仮設物・建築物等 386人（33.4％）
２位 運搬機械等 １７１人（14.8％）
３位 その他の装置等 150人（13.0％）







労働安全衛生法の改正内容
１ 高齢者の労働災害防止の推進

２ 職場のメンタルヘルス対策の推進

３ 個人事業者に対する安全衛生対策の推進



令和10年４月１日施行







高年齢者（建設業）の災害発生状況及び
転倒災害の詳細



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/newpage_00007.html



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000102664_00009.html







https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_70761.html



「作業従事者」の範囲

・作業の内容如何にかかわらず、事業を行う者が行う仕事の作業（危険有害な
作業に限らず、現場監督、記録のための写真撮影、荷物の搬入等も含まれ
る。）に従事する者をいうこと。

・「作業従事者」に該当するか否かの判断に当たっては、契約形式等にかかわ
らず、実際に当該現場において仕事の作業を行っているかどうかを基準として、
個別具体的に判断されるものである。

※令和８年３月３０日付基発0330第１号から一部抜粋





https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei03_00004.html



その他の安全衛生に関する事項

熱中症対策

労働者死傷病報告

主要様式



対象の作業
・WBGT28度以上

or
・気温３１度以上
の環境下で、
・連続１時間以上

or
・１日４時間を超えて
実施することが見込まれる作業

必要な対策
①熱中症の自覚症状や発生を
発見した場合の報告体制の整
備・周知

②熱中症の症状悪化を防止す
るための必要な措置の内容と
実施手順の作成・周知

※労働者と同じ作業場所で作
業する関係請負人とその労働
者、個人事業者等についても
周知する必要があります。



労働者の死傷病報告

休業４日以上or死亡
・対象者…労働者
・報告者…被災者を雇用している事業者
（下請事業者の労働者が被災した場合は、当
該下請事業者）

・報告時期…発生後遅滞なく
・報告方法…原則電子申請
・注意事項

工事現場での災害の場合、労働保険番号
は元請事業者とする必要がある。

休業１日以上４日未満

・対象者…同左
・報告者…同左
・報告時期↓
１月～３月に発生→４月末日まで
４月～６月に発生→７月末日まで
７月～９月に発生→10月末日まで
10月～12月に発生→翌年の１月末日まで
・報告方法…原則電子申請
・注意事項…同左



https://neccyusho.mhlw.go.jp/

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/denshishinsei_00002.html



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei36/index.html


